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　調布九条の会「憲法ひろば」は４月16日午後、あくろすホールで１１２回例会を開催。「事故から５年　福島第一のいま」と題して東京新聞の山川剛史さん（写真左）のお話を聞きました。参加者は41人。司会は丸山重威世話人（写真右）、レポートは大土洋さんにお願いしました。　　　（編集部）











〈放射性排水〉放射性物質を含む排水が毎日３００トンずつ増えている。ドラム缶にすると１５００本。かけ流し状態の冷却水と湧き出る地下水が主な要因である。


地下水を汲みあげて浄化し、護岸に遮蔽壁を作り、凍土壁を巡らせて海への流れ込みを防いでいるが、実際に凍っているかどうかは確認されていない。遮蔽壁のため地下水位が上昇し、それを建屋に戻すので、差し引きの水量が減らず、結果的に福島第一にはいま合計９０万トン（東京ドーム八分目見当）近い放射性排水が存在する。


〈廃炉〉１号機は、建屋周辺の環境整備後５年先を目途に使用済み核燃料を取り出すことになっている。メルトダウンした核燃料は調査のための調査を検討している状態。なお燃料の温度は下がっており固形化していると見られる。


　２号機は、放出した放射性物質の４０％がここからのもの。線量が極めて高いが、建屋がしっかりしているので処理は後回しになっている。


　３号機は、核燃料取り出しに向け遮蔽手段を実施しているが、炉内の調査は進んでおらず具体的計画は決まっていない。


このように１、２号機の炉内調査が難航しており水漏れ箇所の解明はごく一部。廃炉への第一手順である水張りが不調で、核燃料の取り出しは進んでいない。「廃炉まで３０～４０年」は根拠が薄く、取り出した後そこを更地に、というのは難しい。チェリノブイリの「二重石棺」による「現状管理」を思わせる。








〈居住制限・帰還困難区域〉居住制限・帰還困難区域は未だ高線量で、あの時から時計が止まったような状態にある。


〈避難指示解除の楢葉町〉夜間に高台に上って見ると家の明かりで帰還状態がよくわかる。見えるのは街灯の光がほとんどで「安全」なはずの東電の社宅にさえ明かりは無い。どこの集落もぽつぽつと帰って来ているという状態で、男の大人でも一人歩きは怖い。結局、７４００人の住民の６％強が帰還し、その内もっとも多いのは１２・５％の６０～８０歳の人たちであった。


〈帰還政策はこれで良いのか〉除染は一定に進んでいるが、その結果としての廃棄物処理が大問題。行政府の不誠実な対応への関係者の不信感から中間貯蔵施設計画が進まないからである。


損害賠償で一番の課題は実生活が可能かということ。農作物を作っても売れなければ生計は立たない。楢葉町で３０００ベクレルを計量する場所があり、福島県内でも地区により温度差がある。


避難指示解除によって選択肢は増えるが、双葉町など帰還困難区域の住民には帰還を諦めて移住するケースが年々増えている。帰還者の年齢構成を考慮すると、自然と共生しながらの地域共同体の維持は難しい。帰せば賠償金が減るなどという東電の発想では被災者は浮かばれない。納得できる回復こそが求められているというのに。








〈再稼働に熱心な電力会社〉再稼働に熱心なのは関西･四国･九州の三電力会社で、すべて「３・１１」前から原発依存度４０％超だった。再稼働中の川内１・２号機、七月中旬を目論む伊方３号機、今月中にも「４０年超」稼働を狙う高浜１号機。これらが再稼働を熱心に進める三社の姿勢を明確にしている。


〈原発のネック〉物理的な事柄だけにしぼっても原発の危険性は甚大である。日を前後して起こった熊本と大分の震災で、各メディアは該当地域の原発に問題がないと繰り返し報道しているが、これは原発がいかに危険かの逆証明。使用済み核燃料処理、中間貯蔵、再処理等々、山積する諸課題はすべて「先送り」されており、つまるところ原発は「恐竜時代の遺物」である。


〈原発のコスト〉燃料と発電量を割り算すれば原発は低コストだが、それは長期的な視点からの廃炉や使用済み燃料処理の経費、また安全対策費（事故時の賠償金等）を無視した計算だ。海外の原発企業のコスト計算と比較しても原発各社の言う１ＫＷＨあたり１０円はマユツバだ。


「３・１１」で、事故が発生したら１０兆円という膨大な経費が必要であることを明らかだというのに、各電力会社は１２００億円の保険金しか備えがないという無責任ぶりだ。再処理工場・ＭＯＸ工場・「もんじゅ」・最終処分場など核燃料サイクル事業は長い時間と１２兆２２７７億円もの費用をかけて、得たものは無い。こんな高コスト事業からは身を引くのがもっとも安上がりだ。








　現在３０件ほどの訴訟が継続中で、これまで福井地裁、大津地裁で勝訴したが、上級審で覆るなど「三勝三敗」。これらの審理の重要な基準とされるのが１９９２年１０月に出された伊方原発の設置許可をめぐる最高裁判決。ポイントは、①審査は深刻な原発災害が万が一にも起こらないようにするため②専門家の意見を踏まえて国が決める③誤った意見に基づく判断は違憲④安全性は国が証明する責任がある、である、の４点。一般的には上級審ほど②の国の裁量権を重視する傾向が強まる。司法の判断は定まっておらず、これからも勝ったり負けたりが続くと思われる。問題意識の高い判事は確実に複数存在する。そこに期待をかけたい。（大土　洋・記）
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